

















険の引受け(implied assumption of risk)と呼ばれる。例えば、工場労働な
ど雇用関係における危険の引受けは、被用者が義務を履行する際の危険性
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代わり州労災補償法の立法を推進することになったのである。See, 17 WIS. PRAC., 
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の引受けを推定する例がある（107）。それが1915年に下されたケンタッキー
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も存在した。1972年にオハイオ州控訴裁判所はBall v. Hilton Hotels, Inc.（118）に
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いる。つまり、各々の州での状況を踏まえた公序良俗の判断は、特定の管
轄地域に限定されない、より普遍的になされていることを示すのである。
おわりに
危険の引受けが概念的に誕生した18世紀末から19世紀にかけてのイン
グランドにおいては、「望んだ者には損害が生じない」とするローマ法の
法格言に由来した危険の引受け法理が成立した。後年になり黙示的危険の
負担と称されるもので、自発性が要件とされたのである。イングランドの
コモン・ローは黙示的危険の負担を中心に形成されていった。そして、黙
示的危険の引受けが継受された19世紀後半のアメリカにおいては、危険
な業務に従事する黙示の契約を中心として危険の引受け法理が展開した。
これは時代的要請があった。急速な工業化を背景にして、これを阻む法的
障害とならないために黙示的危険の引受けが適用されたのである。
しかし、時代状況は変化した。黙示的危険の引受けを存続させつつ、そ
れを修正して労働者の業務上の事故への補償を目的した立法措置がとられ
るようになった。コモン・ローつまり判例法による危険の引受け法理を修
正する方向が現れたのは、多くの州で寄与過失から比較過失に制度が変更
されるようになってからである。寄与過失と黙示的危険の引受けは損害賠
償請求を否定する機能において同一であるが、法理論的基礎は異なる概念
である。そのため、1950年代から両概念の混乱が見られるようになって
きた。現在では、黙示的危険の引受けは原告つまり被害者の合意および自
発的行為から明確に推定できる範囲に限定されるようになったのである。
また、概念的混乱を避けるために行われた黙示的危険の引受けの分割化に
より黙示的危険の引受けなる語は使用頻度が低くなり、契約を基礎とする
明示的危険の引受けのみが存続しているように見受けられる。しかし、黙
示的危険の引受けは、とりわけスポーツ競技参加および観戦の事案で存続
している。スポーツ競技に参加および観戦することは、スポーツに生来的
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に備わる危険を引き受けることに合意している意味となる。そして、その
合意範囲に限定して損害賠償請求が否定されるのである。
契約としての明示的危険の引受けは契約法上の制限を受けることにな
り、公序良俗の視点から引受けの範囲が確定される。しかし、子供がス
ポーツ競技や校外活動で被る損害につき親が子供に代わり損害賠償請求を
放棄することの是非は管轄地域により異なる。
危険の引受けは、黙示的の場合には合意と自発的行為を要件として展開
し、明示的の場合には契約法で規律される。この分類がなされる過程で、
寄与過失や比較過失をはじめとして、多くの他の法理との関係で危険の引
受けは検討されてきた。損害賠償を否定する法理である故に、時代を追う
ごとに厳格に検討されてきたのである。つまり、危険の引受けは他の法理
の影響を受けながら展開されてきたことになる。
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